
厳しい財政状況を踏まえた県議会としての対応 

（正副議長案） 

 

 

 職員の給与削減にまで踏み込まざるをえないほどの厳しい県財政の状況を踏

まえ、経費縮減の観点から、県議会として下記のとおり対応する。 

 

記 

１ 政務活動費総額の２０％を会派分から削減する。 

 

２ この対応は、平成２９年度分について行う。 

資料１ 


